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両 利 き の 進 化

　二つの変化。すなわち、従来から続くオペレーショ
ン改善の延長線上の変化とデジタル革命がもたらす
非連続な変化。この二つを両方同時に事業に取り込
んでいく経営は、「両利きの経営

※

」のひとつの類型
といえる。その両利きの経営がもたらすサービスの
進化、すなわち「両利きの進化」を現場にどのよう
にして根付かせていくのか、これがみちのりグルー
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プの経営における最も重要な課題である。
　背景にはユニバーサルな課題がある。数の上でも
割合の上でも存在感の増す高齢者と、クルマ離れの
進む若者の移動利便性を確保することが、インバウ
ンド経済の獲得と共に地方経済活性化の鍵を握って
いるのだ。デジタル技術と地道な改善の両方を駆使
して社会的要請に応えることが、生産性を向上させ、
労働分配を確保し、設備を更新し、現場で働く社員
に誇りを持たせ、事業のサステナビリティの確保を
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M a a S

　 み ち の り グ ル ー プ は、MaaS（Mobility as a 
Service） を「UI/UX（User Interface / User 
Experience）のデジタル的な向上を通じて、あるエ
リアの公共交通ネットワークにおける移動手段の乗
車密度または稼働率を上げ、ネットワーク全体の事
業収益性ひいてはサステナビリティを高める」と定
義している。そして、既に仙台空港と花巻空港を結
ぶ観光型路線には、MaaS アプリを導入し、国内外
の乗客の利用を獲得している。
　また同時に、MaaS はこれまでのみちのりグルー
プにおける取組の延長線上にあると我々は認識して
いる。というのも、みちのりグループは、10 年前
に福島交通と茨城交通を傘下としたことによってグ
ループとしてスタートし、域内路線バス事業で見る
と、北は青森県八戸市から岩手、福島、栃木、茨城
の県庁所在地などの各都市で展開している。グルー
プの横串連携を加速させていく中で、同じ県内にあ
る事業者を企業統合させたケースがある。2016 年
に譲り受けたバス会社の東野交通は、従来からグ
ループの一員であった関東自動車と同じ栃木県内に
あり、かつ宇都宮では一部路線が被る形で事業展開
しており、昨年 10 月に二社を統合させた。また、
2017 年 12 月に日立製作所から譲り受けた日立電
鉄交通サービスを 2019 年 5 月に茨城交通と合併さ

可能にする。

アプリが提供する便利な機能

行き先の検索 & ナビゲーション
バスを待っている間にバス停で事前決済

「バス停待ち人数」「バスの接近情報」など乗車前に分かる便利な情報
タッチレスでの乗車 / 降車
自動運転中の緊急時にアナウンス
乗車中の便利な案内

馬 車 か ら 自 動 車 へ

　地道なオペレーション改善は、経営が現場を巻き
込んで日常の PDCA を回し続けることを通じて実
現し、一定の効果を期待することができるが、非連
続な変化に際しては経営の決断が求められると共
に、現場のフレキシビリティも試される。

　第二次産業革命によって自動車の大量生産が始ま
り、欧米から自動車が輸入されるまでの間、日本の
街道には乗合馬車事業が存在した。そしてある日、
一部の経営者が、自動車の輸入と乗合自動車事業の
開始を決断した。馬や飼葉の調達から燃料や自動車
の調達へ、馬の育成から自動車の整備へ、現場の業
務転換を果たすことのできた事業者が、バス事業者
として生き残っている。そのような非連続的な事業
革新の DNA がバス事業者に今でも織り込まれてい
るのなら、経営者の決断によって、来るべき自動運
転の時代に、労働集約型事業者からコネクテッドな
自動運転電気バスのフリートオペレーターに生まれ
変わることができるはずである。
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せ、路線バスネットワークを同じ会社の下にある一
つのネットワークに統合した。ある圏域内の公共交
通ネットワークがユーザーから見て一つになってい
くことは、ユーザーにとってのわかり易さや利便性
を高め、交通ネットワークの事業収益性を高めるこ
とにつながる。故に、少なくともアナログな意味で
は MaaS の目指すところに似た交通ネットワークの
パッケージ化の効果が発現することになる。さらに
デジタル的な取組で言うと、関東自動車と旧東野交
通を合わせた栃木の路線バスのリアルタイムの運行
データが、ハブシステム上でオープンデータ化され、
グーグルマップのような地図アプリに既に提供され
ている。資本面でのグループ化・事業の集約化の進
捗が、デジタルな UI/UX の進化につながった事例
である。要は、M&A を通じて交通事業者の集約化
が進めば、それだけで MaaS の目指すネットワーク
の統合が実現し、わざわざ外部事業者との連携を模
索し、協議・交渉を重ねる必要がない。
　とはいえ、一般的に日本の交通ネットワークの現
状を見れば、次の二点が MaaS 発展の課題になる。

・リアルタイムな交通データのオープン化

・事業者間連携の成立

　みちのりグループは、既に交通データの標準化と
オープン化を実施し、今後は東北から関東に広がる
営業エリアの中からいくつかの圏域を抽出して交通
ネットワークの発展を望む自治体と協力関係を築
き、また大規模な事業者とも連携して圏域 MaaS の
形成に向けた取り組みを進めている。その際、圏域
内の他の交通事業者と緊密な連携の実現が必要であ
ることは言うまでもない。

▲イメージ図「バスにおける CASE」

事 業 の 深 化

　また、これと並行して日々のオペレーションを愚
直に改善していくことも肝要といえる。我々は各社
に経営者（縦串担当）を派遣するとともに、特定の
テーマごと、ベストプラクティスの伝播を行う横串
担当という職位を設けてマネジメントしている。縦
串担当（各社の経営者）には、日常起こる全ての
オペレーショナルな事柄につき決定する権限がある
が、重要な経営判断はグループ経営会議の場で討議・
共有するようにしている。縦串担当のマネジメント
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非 連 続 な 変 化

　一方で CASE と呼ばれる自動車の技術変革の波
が、100 年来続く交通事業に大きな変化をもたらそ
うとしている。ICT/IoT が触媒となり既存交通事
業にも劇的な効率化をもたらし、さらに既存業種の
垣根をなくし、移動が一つのサービスへと融合する
ビジョンが描かれている。こうした変革は移動サー
ビスの活性化に貢献する一方で、ICT を強みとす
る異業種からの参入を加速させている。CASE の中
でも特に自動運転技術がもたらす変化は、利用者と
事業者の双方において、最も非連続な変化をもたら
す。交通事業者にとって 100 年以上前に自動車が登
場した際の非連続な変化が再び起ころうとしてい
る。我々はかつてわずか 10 年程で起こった大きな
変化に速やかに対応することが求められており、「両
利き経営」の真価が問われている。

生 活 に 変 化 を も た ら す
自 動 運 転 技 術

　自動運転技術は生活のあらゆる面で大きな変化を
もたらす。自家用車の多くが所有から利用へ変化
し、所有される車も車内空間に拘り、居住空間の一
部としての新たな価値が見出される。トヨタが示す
e-Pallet では、車内設計の自由度が非常に高く、車
内での新たな利用シーンが生まれるはずだ。また地
域軸で見ても、大都市では鉄道や地下鉄という既
存交通モードとシームレスに連携する MaaS が発展
し、目的地へより効率的に移動できるようになる。
運転手の確保という制約がなくなり、都市全体での
車両利用の効率性が高まれば、移動の増加における
限界コストは小さくなり、移動が定額制になること
も考えられる。現在ヘルシンキのような一部地域で
は既に実現しているタクシーを含む公共交通の定額
制が、大都市でも実現する可能性を秘める。地方で
も、人手不足によって運行が難しい地域に交通ネッ
トワークを構築し、自家用車が無くとも自由に移動
できるサービスを提供できるようになる。

自動運転は社会システムに大きな変化を及ぼすが、
いったいどこからその実装がはじまるのか。現実的
な理由から、物流が最初の舞台となるだろうが、次
は固定ルート型の乗合バスから運転台が消えるので
はないか。自動運転技術の難しさが安全の確保にあ
ることは言うまでもない。あらゆるシーンに対して、
その場で人のように柔軟な判断を AI のみで実現す
ることは極めて困難だろう。いずれ実現するにして
も、相当の時間を要する。路線バスは一定の決めら
れたルートを走行し、限られた状況のみに対応する
ことが求められるサービスであり、それゆえ早期の
実現が可能なのだ。

が有効に機能するには、まず地域社会や社員に受け
入れられることが必要不可欠になり、帰任すること
を前提に派遣してはいない。専任の横串担当は、各
社に共通して存在する経営課題（車両整備の見直し、
安全対策、路線の再編など）について、まずどこか
一社で改善を実現し、そこで見出されたベストプラ
クティスを他社に共有させている。他社に共有する
際には単に情報提供するだけではなく、どのように
すれば新たな取組みが根付くか、専門領域に対する
知見や各社固有の状況も踏まえて、現場と試行錯誤
しながら、多くの事業改善を実現している。また、
そういった試行錯誤の中から新たな改善が見出され
るなど、横串担当の知見は一層深化している。
　このようなマトリックス型の組織に於いて、指揮
命令系統が混乱しないよう、縦串横串のバランスを
とり、マネジメントとしての整合性を保持していく
のは、バス事業のような労働集約型産業においては
特に、非常に繊細な感性と、並々ならぬ根気が必要
となる。
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コ ア コ ン ピ タ ン ス の 変 化

　こうした変化の時代に、労働集約型産業としての
適切な労務管理や設備投資・メンテナンスをコアコ
ンピタンスとしてきたバス事業者には一体どのよう
な変化が求められているのだろうか。自動運転バス
の登場によって、バスの走行そのものはバス事業者
の業務とは言えなくなるだろうし、車両を取り巻く
技術は高度化してメンテナンスを自社で完結させる
ことが難しくなるのかもしれない。そうなると、車
両を提供する OEM が自動運転バス事業に参入する
ことも理屈上はありうるし、利用者接点の増殖を図
るプラットフォーマー型のサービサーが登場する可
能性さえある。
　多くの脅威が存在する中、我々はサービスを提供
し続けることで日々多くの旅客と接し、現場でイレ
ギュラーな対応を行い、机上で需要分析を行い、最
適なルートやダイヤの提供に取り組んでいる。今後
は例えば運行データをリアルタイムに集約し、AI
を活用した高度な需要分析を繰り返すことで、ダイ
ナミックな供給を設計することもできる。こうした
チャレンジは新たな競争力につながる。なにより、
多くの人がリアルなニーズを背景として使うサービ
スを現実に提供する場を有していることは、新たな
取組にチャレンジする際の代えがたい優位性にな
る。
　強力なコアコンピタンスを持つ企業との差別化の
ために、我々は日々のオペレーションの改善に加え
て、新たな技術を活用したこれまでにないモビリ
ティサービスを探索し、提供することが求められて
いる。急激な変化の中で、みちのりグループは両利
きの経営に活路を見出して行く。

自 動 運 転 バ ス の 実 装

　バス事業においては、特に一般車両が少ない過疎
地や専用空間を持つ BRT(Bus Rapid Transit) での
導入が最も現実的だ。みちのりグループ傘下の茨城
交通では、日立市で電車の廃線跡地を活用したひた
ち BRT を運行しており、2018 年 10 月には様々な
企業と自動運転技術の実装に向けた取り組みを始め
ている。
　自動運転バスの実装を実現するため、あらゆる機
能を車両に持たせ、過度に“重たい”車両を作って
しまうことは現実的ではない。むしろ、バスという
限られたルートを走行する特性を生かし、道路イン
フラと連携することが重要な鍵を握る。例えば交差
点で死角となりやすい場所ではミリ波センサーなど
を道路側に設置し、車両と連携することで運行を可
能にできる。しかし全ての交差点に設置することは
コスト面で現実的ではなく、必要な交差点を絞り込
むことが必要になる。いったいどこに、どのような
種類のセンサーを設置する必要があるのか、実地で
検討することが重要であり、実証実験を通じてこう
した検討を進めている。
　またサービスの実装では、無人車内における料金
収受や緊急時の旅客対応の仕組みをあらたに構築す
る必要が生じる。長く提供されてきたバスだからこ
そ、習慣として現場に染みついている多くのルール

があり、それをふまえて、利用者にとって安心でき
るサービスを設計しなければならない。
　つまり自動運転バスの実装には、車両技術を理解
し適用するという面だけでなく、事業者として蓄積
されてきたサービスノウハウを更新し、新たなサー
ビスを構築しなおすことが求められるのだ。

▲ひたち BRT での自動運転実証実験
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北欧 の 忍 者、『Nordic Ninja
※
』 が 本 年 2019 年

1 月にファンドを設立し、初めての投資を
MaaS Global に行った。『Nordic Ninja』は正式名称
を『JB Nordic Ventures（JBNV

※
）』 と 言 い、IGPI

と JBIC（国際協力銀行）の合弁会社として設立さ
れた JBIC IG Partners とエストニア最大級のプラ
イベートエクイティファームである BaltCap の共同
GP により設立されたベンチャーキャピタル（VC）
である。

JBNV によって運用されるファンドには、各国政府
に知られるJBICをはじめ、オムロン、パナソニック、
ホンダから出資が行われており、そのファンド規模
は 1 億ユーロ（約 120 億円）である。このファンド
規模は北欧バルト地域を投資対象とする VC として
トップレベルであり、この規模感も同地域のスター
トアップから注目される要因となっている。

設立されてまだ半年程度の JBNV ではあるが、既
に北欧バルト地域におけるスタートアップ企業やベ
ンチャーキャピタルの間では注目される存在となっ
ており、JBNV に寄せられた投資候補社数は既に
100 件を越えている。各国のカンファレンスでの登
壇依頼も多く、JBNV の各メンバーが各国で登壇し
ている。

北欧バルトという地域で VC として存在感を示せ
るのか、不安も多かった JBNV 設立ではあったが、
まずは現地のスタートアップコミュニティに温かく
迎えられ、JBNV のオフィスがあるフィンランド・
ヘルシンキのスタートアップハブである『Maria01』

でも気軽に起業家が立ち寄る場所となっている。

今の日本では、大学、大学院の最も優秀な人間が起
業し、普通の学生は大企業への就職を希望するとい
う状況になりつつあり、将来の起業家の争奪戦が
VC の間で繰り広げられ、企業によるコーポレート
ベンチャーキャピタル（CVC）の設立はブームの
最中である。VC は金余りの状況となっており、大
企業による「シリコンバレーのスタートアップ、技
術、サービスにどう関与するか？」という問いは依
然として続いている。

な ぜ 北 欧 バ ル ト
だ っ た の か ？

こうした状況の中、JBNV でも「なぜ、シリコンバ
レーやイスラエルではなく北欧・バルトに投資する
のか？」という質問を国内外で受けることも多い。
ここでは「なぜ北欧なのか？」という問いに答えつ
つ、北欧バルトの魅力、チームアップの経緯につい
て述べたい。

なぜ北欧なのか？という問いに対するシンプルな答
えは「スペースが空いているから」である。例えば
テクノロジーセクターで見れば、1999 年から 2000
年における米国の『ドットコムバブル』が 2001 年
には崩壊したその後数年においては、まだ新参の投
資家がシリコンバレーに入り込むスペースがあった
かも知れない。しかしながら、カルフォルニアの
サンドヒルロードに居を構える VC の顔ぶれは現在
においては「いつものメンバー」として固定化して

北 欧 バ ル ト の 忍 者 ベ ン チ ャ ー
キ ャ ピ タ ル は な ぜ 注 目 さ れ た か ？
塩 野 　 誠 経営共創基盤（IGPI）パートナー　取締役マネージングディレクター
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いる。優良な投資案件に関わるには「いつものメン
バー」である必要があり、そのメンバーに新しく加
入するためには、起業家としての実績や、巨大資金
のような、新しい何かが必要である。米国ではバリュ
エーション、VC のファンド規模とも年々、巨大化
し、投資家の数の多さもあり、非常に混みあった場
所になっている。シリコンバレーの状況に比べれば、
北欧バルトの状況はその地域にフォーカスした巨大
ファンドが投資を独占するような世界ではなく、ま
だスペースが空いている状況であるといえよう。

北 欧 バ ル ト の 経 済 規 模 と
ビ ジ ネ ス 環 境

ここで北欧の投資機会、技術探索機会について具体
的な数字をご覧になっていただきたい。まずは人口
と経済規模であるが、人口として日本の東京圏が
3,703 万人、イギリスが 6,564 万人、ドイツ 8,267 万
人とすると、デンマーク、ノルウェー、アイスランド、
スウェーデン、フィンランド、エストニア、ラトビ
ア、リトアニアの 8 ヶ国を合計しても 3,285 万人と
英独の半分以下の人口となっている。GDP（IMF, 
2018）で見ると、イギリスが 2,828 十億ドル、ドイ
ツが 4,000 十億ドルというなか、先述の 8 ヶ国合計
が 1,756 十億ドルという規模感である。一方で一人
当たり GDP ではノルウェーが 81,694 ドル、スウェー
デンが 53,873 ドル、フィンランドが 49,845 ドルと
日本の 39,305 ドルを上回る。このように北欧バル

ト地域は人口も経済規模も小さいが、国民一人当た
り GDP においては日本を上回る面が見えてくる。
実際に北欧バルトで活動していると、起業家達が自
国の市場が小さいことを所与として、最初からグ
ローバル市場を狙っていることがわかる。例えば自
国以外の対象市場を、欧州各国、アフリカ、米国と
検討している。サービスも自国語と英語を同時展開
するのが一般的である。もちろん契約書などビジネ
スは全て英語で進めることができる。スタートアッ
プハブである Maria01 でも、朝食時に行われる様々
なセッションは英語で行われ、普段聞こえてくる会
話も英語であることが多い。余談だがフィンランド
の総選挙の際には各党首同士のディベートが英語で
行われた。

スタートアップ関連の数字としては、旺盛な起業志
向を示すものとして人口 10 万人当たりの起業家数
が挙げられる。この指標ではエストニアが 31 人、
フィンランドが22人とイスラエルの21人を上回る。
スタートアップの投資ラウンド数は北欧バルト 8 ヶ
国で年間 806 件（2017 年）と英国の 866 件に近づ
いている。このような起業志向は、フィンランドの
ノキア衰退後の産業転換政策やエストニアの電子政
府化などの環境の影響もある。リナックスがフィン
ランドで生まれ、スカイプがエストニアで生まれた
こともコミュニティの誇りである。そこには隣国と
の関係に敏感にならざるを得ない国際情勢の中で、
比較的小国として生き残りを賭けてイノベーション
を追い求める気質がある。またイスラエルのように
自国には自動車産業が無い国と異なり、スウェーデ
ンには自動車産業があり、ソフトウエア開発だけで
なくハードウエア技術者も多い。また、起業は若者
だけのものではなく、フィンランドでは大学等で市
民向けの起業セミナーが無料で行われ、そこには
様々な年代の男女が参加している。

フィンランドでのスタートアップコミュニティに少
し触れるとすれば、夜遅くまで仕事をしている人間
は少なく、夕方 6 時にはオフィスの人もまばらとな
る。リモートでの作業や会議参加は一般的であり、

▲ JB Nordic Ventures / NordicNinja VC

※ NordicNinja は、JB Nordic Ventures Oy の呼称であり、実際の投資行為自体は JB Nordic Ventures Oy が投資　
　助言を行う JB Nordic Fund I SCSp が行っている。

※
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対面で話すことや対面で人を紹介することを重視す
るのは日本と同様であるが、儀礼的な会議は敬遠さ
れ、職場の人間関係はフラットである。また、スター
トアップには限らないことだが、職場での男女比率
はほぼ半々であり、テクノロジー系のカンファレン
スでも登壇者、出席者とも半数近くは女性である。
フィンランドは世界経済フォーラム（WEF）によ
る男女平等指数のランキング第 2 位となっている。

仲間内で協力してスターを生み出そうする雰囲気も
この地域では強い。最近ではスウェーデン発の音楽
配信サービスである Spotify がニューヨーク証券取
引所への上場に成功したが、Spotify に続くユニコー
ンを創出するというのが共通の目的となっている。

『 N o r d i c  N i n j a 』の
チ ー ム ア ッ プ

オープンではあるが関係が緊密なスタートアップ
コミュニティで JBNV のチームアップにおいては、
エストニアの Superangel のマネージングパート
ナーであった著名投資家の Marek Kiisa、Finnish 
Business Angels Network (FiBAN) のディレクター
であった Claes Mikko Nilsen という二人の著名人
が参加したことにより、設立当初から様々なネット
ワークにアクセスすることが可能となった。『Nordic 
Ninja』と名乗ったのも Claes Mikko Nilsen のアド
バイスからである。少し経って、ロンドンやヘルシ
ンキの投資銀行で働いた経験を持つ Jesse Saarela
が参画し、エストニアで勤務を始めた。この他
に JBIC IG Partners から新國、宗原の 2 名が参
画している。ガバナンスとしては JBNV の取締役
を BaltCap の CEO である Peeter Saks と JBIC IG 
Partners の CIO である塩野が務める。また、アド
バイザーとしてフィンランドのビジネス界で 50 年
のキャリアを持ち、同地の VC の創成期をつくった
Matts Andersson が就任している。

　JBNV は北欧バルトのスタートアップコミュニ
ティにおける著名人らが参画したこと、現地の人々

から見てテクノロジー国家・日本やテクノロジーと
カルチャーの興味深いミックスとしての東京への
好感もあり、日本の大企業にバックアップされた

『Nordic Ninja』への注目は高い。今まで日本企業
が市場として認識していなかったために日本企業の
存在感が薄かった北欧バルトからイノベーションが
起きており、JBNV は今後も現地コミュニティに根
差してスタートアップへの投資を行っていく。

グローバルで見れば、米中というテクノロジーと投
資の両面における大国に目が行きがちだが、米中が
テクノロジー、貿易摩擦で揺れるなか、対米・対中
というポジショニングで同じような悩みを抱えた欧
州と日本が共有できることは多いのではないかと考
える。事実、欧州でのビジネス・カンファレンスで
は、対米・対中関係、イノベーション創出、GAFA
に代表される巨大プラットフォーマ―への対応、と
日本でのアジェンダと変わらぬものとなっている。
JBNV、そして IGPI ではこうした情勢を踏まえ、
欧州での事業機会を今後とも注視していきたい。

塩野 誠　　 
経営共創基盤（IGPI）パートナー　
取締役マネージングディレクター

国内外において企業や政府機関に対
し戦略立案・実行のコンサルティン
グ、M&A アドバイザリー業務、ベン
チャー /PE 投資を行う。近年では AI/
IoT 領域において全社戦略や事業開発のプロジェクトを多く手掛け
る。シティバンク銀行、ゴールドマン・サックス、起業、べイン &
カンパニー、ライブドア等を経て現職。
JBIC IG Partners 代表取締役 CIO 、IGPI ビジネスアナリティクス＆
インテリジェンス取締役、IGPI テクノロジー取締役、元人工知能
学会倫理委員会委員、ニューズピックス社外取締役
慶應義塾大学法学部卒、ワシントン大学ロースクール法学修士

北欧バルトの忍者ベンチャーキャピタルはなぜ注目されたか？



IGPI は、AI の研究開発・サービス提供を行う株式会社 ACES の実施した第三者割当増資の引受けを行いました。
(2019.05.22)

Information

株式会社 ACES の第三者割当増資引き受けのお知らせ

IGPI は、生体群制御技術の開発を行う炎重工株式会社の実施した第三者割当増資の引受けを行いました。
（2019.02.25）

炎重工株式会社の第三者割当増資引受けのお知らせ

ニュースリリース

ニュースリリース

IGPI と JBIC が出資する株式会社 JBIC IG Partners は、バルト地域にて最大のプライベートエクイティ・ベン
チャーキャピタルファームである AS BaltCap と、北欧・バルト地域のスタートアップ向け投資を実行するベ
ンチャーキャピタルファンド JB Nordic Fund I SCSp および本ファンドに投資助言を行う JB Nordic Ventures 
Oy の設立について、関連諸契約の締結に至りました。

（2019.01.15）

JBIC IG Partners による北欧・バルト地域を対象とした
ベンチャーキャピタルファンド設立のお知らせ

ニュースリリース

5 月 24 日付で、経営諮問委員に新たに金子 恭規氏、星 岳雄氏が就任いたしました。
（このほか、経営諮問委員には伊藤 邦雄氏（経営諮問委員長）、大田 弘子氏が就任しています。）

経営諮問委員就任のお知らせ

KDDI 株式会社と IGPI は、地域の人材育成や企業との連携を通じて、MaaS などのモビリティ領域・観光・教育・
一次産業などの分野における課題の解決および、持続的発展を目的とした包括的パートナーシップを構築しま
した。（2019.6.20）

KDDI と IGPI、持続可能な地域社会や産業の発展に向け、
包括的パートナーシップを構築

ニュースリリース



『社長の条件』 （文藝春秋  2019 年 5 月）

中西 宏明　経団連会長／日立製作所取締役会長

冨山 和彦　経営共創基盤パートナー 　代表取締役 CEO

デジタルトランスフォメーションやグローバリゼーションによる地政学的変化などで産業構造が変わる大変革の
時代に、社長に求められる資質は大きく変わりました。

「社長の定義」が変わり、ガバナンスと後継者選びが変わり、そして、就活・キャリア・教育が変わる――
「Society5.0」の推進に尽力する経団連 中西会長と、数々の社長選びやガバナンス改革にかかわってきた冨山が「社

長とは何か？」「今の時代に何が必要か？」について本音で対談し、具体像を提唱しています。
みずほ FG　佐藤康博氏、コニカミノルタ　松﨑正年氏、アサヒグループ HD　泉谷直木氏のインタビューも必読
です。

『両利きの経営「二兎を追う」戦略が未来を切り拓く』
（東洋経済新報社　2019 年 2 月）

チャールズ・Ａ・オライリー／マイケル・Ｌ・タッシュマン　

入山 章栄　監訳・解説

冨山 和彦　解説
昨今のイノベーションの時代において、特にグローバル企業、成熟企業には、既存事業を改善的改良的に「深化」
して収益力・競争力をより強固にする経営力と、イノベーションによる新たな成長機会を「探索」してビジネスと
していく経営力という、両利きの経営力が求められます。本書はスタンフォード大学経営大学院のチャールズ・A・
オライリー教授が共著で出版された、世界のイノベーション研究の最重要理論「両利きの経営」に関する初の体系
的な解説書です。弊社冨山が解説を執筆いたしました。

『「競争力×稼ぐ力」を強くする生産性革命』 （生産性出版　2019 年 5 月）

冨山 和彦　経営共創基盤パートナー 　代表取締役 CEO

木村 尚敬　経営共創基盤パートナー 　取締役マネージングディレクター

沼田 俊介　経営共創基盤パートナー 　取締役マネージングディレクター

浜村 伸二　経営共創基盤パートナー 　取締役マネージングディレクター

監修：経営共創基盤
企業内での生産性を高め、より高い付加価値を提供し続けていくことが、日本企業の長期的・持続的な成長の鍵
となってきています。しかしながら主要先進国との比較においても、まだまだ日本企業の改善余地は沢山あると
いうのが現状です。
本書では、IGPI が長年にわたり、多くの産業での企業支援を行ってきた中から見てきた事業活動のリアリティ、
そして改革のエッセンスをふんだんに織り込みつつ、短期的な収益の追求だけでなく、長期的視点を持った生産
性改革を軸とした企業活動の有り方について、提言しています。
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